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1．東ア ジア を覆 う 「英語格差 」 へ の懸念

　近年 の グロ
ーバ リゼ ー

シ ョ ン を受けて 、非英語

圏にも、英語 の 波が押 し寄せ て い る と言われ る。

東ア ジ ア 地域で も、英語熱 の 高ま りが頻繁に報 じ

られ るよ うにな っ た 。 ますます、英語 は価値 あ る

言語 と見な され つ つ あ る。

　そ の 必然的な結果と して、英語習得の機会の 格

差 が 問題視 され始め て い る 。 た とえば
“English

diVide”の よ うなキーワードで ニ ュ
ー

ス を検索する

と、東 ア ジ ア で も英語格差が懸案事項で ある こ と

が わか る。実際、日本 の 小学校外 国語活動が

2011 年 よ り必修化された根拠 の ひ とつ も、英語

活動へ の アクセ ス の 差 に対す る不公平感で あ っ た。

　こ うした現状 を踏まえ、東 ア ジア に お け る、英

語力獲得へ の ア ク セ ス の 格差 を、経験的なデータ

に 基 づ い て 検討する こ とは意義があるだ ろ う。

2．先行研究

　で は、こ うした問題意識 に基 づ い た先行研究に

は い か なるもの が あるだろ うか 。 なお、問題 の性

格上、ウェ ブ調査や小規模 の ア ン ケ
ー

ト調査 に基

づ くもの は除外 し、あ る程度、標本 に 妥当性 が あ

る計量分析 の み をあげる。中国 （上海）につ い て

は、Zou＆ Zl  g（2011）の 計量分析があり、生徒

の 英語力 と出身 階層との 間 に密接な関係 が ある こ

とを明 らか に し て い る。同様 の 結果 は、日本

（Terasawa，
　2012）お よび韓国 （カ レ イラ，2012）

で も得 られ て い る 。
っ ま り、出身階層 は本人 の 英

語力に有意な影響をもたらす とい うこ とで ある。

　しか しなが ら、こ れ ら先行研究に は次の 2 つ の

問題がある 。 第 1 に、国際比較とい う志向性の欠

如で あ る 。 いずれ の調査で も、ドメス テ ィ ッ ク な

調査 で あり、また、国際比較可能な指標を共有し

て い ない 。第 2 に、　「仮説 」 の ハ
ー

ドル の低さで

あ る。い ずれ も 「英語習得 の 機会 に 格差があ る

か ？」 とい う問 い を中心 に据 えて い る が、これ は、
教育社会学的 に は、お そ ら く実証す る まで もなく

自明な問い で ある。し た が っ て、単に格差 の 有無

だ けで なく、 格差の 様態 ・推移などを総合的 に検

討す る分析が必要で あ る。

　以上 の 問題 を踏まえて 、本研究で は、英語力獲

得 へ の ア クセ ス格差は、東アジア地域で どの よう

な共通点 ・相違点 （格差の 度合い や世代間推移な

ど）があ る か検討する。

3．データ ・方法 ・変数

　分析するデー
タは、East　Asian　Social　Survey

（EASS）とい う中国
・

日本 ・韓国 ・台湾の 4地域

で 隔年実施され て い る調査 の 2008 年版 で あ る

（以下、EASS −2008 と略記〉。 各国の 成人男女か

ら無作為に標本が抽出された大規模社会調査で あ

り （標本サイ ズ は、2500〜6300）、回収率は どの

地域 も 5割前後 で ある 。

　EASS −2008 に含まれ る、回答者 の 出身階層を原

因変数に、回答者 の 英語力 を結果変数に して 、前

者が後者に対 して有意な効果 を持 っ て い れ ば、英

語 習得へ の ア クセ ス に 格差があ っ た と判断する。
た だ、残念な こ とに、EASS −2008に は 、出身階層

に 関す る変数が それ ほ ど豊 富で は な く、入手可能

だ っ た の は父母 の 学歴 の みで あ る。本研究で は、

ケ
ー

ス 数が潤沢だ っ た父 学歴 を出身階層の代理指

標 として 分析 を行 う。 また 、 世代間推移を検討す

るため、サ ン プ ル をお よそ 10歳ごとに分割 し、

サブ グル
ー

プごとに格差 の状況を比較する。

　EASS −2008 には、英語力設 問が 3 つ あ る。回答

者は 、（A ）英字新聞 の 短い 記事 を読む、（B）英語で

お しゃ べ り、（C）英語 で 手紙を書く、とい う 3種

の 英語使用 に つ い て 、それぞれ ど れだけで きるか

自己 評価 し、5 段階 の 選択肢 （非 常によ くで き る

／よくで きる／少 し はでき る／ あま りで きない／

ほ とん ど or ま っ た くできない ） の い ずれ かを選

ぶ 。 なお 、これ ら 3 設問の 順序相 関は十分高か っ

た （どの ペ ア で も、τ ＞ 0．80）。

4．分析 1 （父学歴 の 総合的な効果）

　分析 では、英語力 の 各選 択肢 （5 段階）を結果

変数に した順序 ロ ジ ッ ス テ ィ ッ ク 回帰分析 に よ っ

て 、父教育年数が英語力 に 及ぼす効果を推定する 。

　図 1は、父教育年数が英会話力 （英語でお しゃ

べ り） に及ぼ した効果お よび そ の 世代間推移 を図

示 したもの で ある （図中の 、C は 中国、　 J は 日本、
K は韓国、T は台湾 を表す）。 図か ら明 らか なと

お り、ど の 地域 ・どの 世代 にも、父 学歴 に起因す

る有意な格差が存在す る。 また、どの 地域 で も、

明確な減少傾向 ・増加傾向は見 られ ない。なお、

英会話以外 の 2 設問 （「英字新聞 を読む 」　厂英語

で 手紙を書く」 ）にも上記 と同様の結果 が 得 られ

て い る。
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図 1 父教育年数 → 英会話力 （縦軸は、exp （b））

5．分析 2 （父学歴 の 直接効果）

　次 に、父学歴 の 直接効果を検討した い 。東ア ジ

ア にお い て 、英語 は 「国際 ビ ジネ ス ・国際交流 の

言語 」 で あ る と 同時 に 、 「進学 の ための 選抜 手

段 」 で もある。した が っ て 、父学歴 が 、 本人 の 上

級学校進学を経由し て、英語力に影響を与 えて い

る可能性は十分 ある。以下、本人の教育年数を コ

ン トm ・
一一

ル して、父学歴の英語力に対する直接的

な影響 を検討 した い 。

　分析 の 結果、当初 の 予測通 り、本人教育年数を

統制 した 父教育年数 の 直接効果は、どの 地域 ・ど

の 世代で も大 きく減少 し、し か も、多 くの 場合、

統計的に有意 で は な か っ た。したが っ て 、東 ア ジ

ア 地域の 英語格差 の 大部分 が 、本人 の 教育達成を

経由した英語格差で ある と言え る 。

　
一

方、各地域に固有の特徴も見い だ され た 。 な

か で も際だ っ た違い が 現 れ た の が、英語 で 手紙を

書 く、すなわちライテ ィ ン グ能力 へ の 直接効果 で

ある。図 2 はそ の 結果だが、日本 で は、全体的に

見 る と減少傾向、中国 ・台湾で は同水準 で の 推移

が 確認 で き る。
一

方、韓国で は、若 い 世代 で 父学

歴 の 直接効果 が 拡大 して い る 傾向が示 され て お り、

しか も、1969年以 降出生世代に お い て は有意 な

レ ベ ル で ある。
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図 2 父教育年数 → 英語ラ イ テ ィ ン グ能力

　　　 （本人教育年数を統制済み）

6．ま とめと考察

　以上 の 分析 か ら、典型的な非英語圏で あ る中

国 ・日本 ・韓国
・台湾にお い て、英語教育機会の

格差 の 多 くは、進学機会格差の 反映 で あ る こ とが

明らか となっ た。そ の 意味 で 、英語教育だけに特

化 し た格差縮小 プ ロ グラ ム （日本 の 小学校外国語

活動 必修化や韓国 の TaLK 　Prograln）は、　「対症

療法」的な意味合い が強い （もちろん 、 対症療法

であ っ て も効果がない とい うわけで はない が ）。
一方、韓国 で は、若い世代に お い て 、 学歴達成を

経由 しない 、出身階層の よ り直接的な格差が進展

しっ っ ある こ とが示 された。しば しば 「英語熱」

が 喧伝 され る韓国 で あ る が、実際に は英語に対す

るア ス ピ レ
ー

シ ョ ン に 大きな差がある とい う

（Jeon，
2012＞。こ うし た意識 の 差 が、家庭 の 英

語学習 へ の 態度に影響を及ぼし、直接的な格差が

拡大 した可能性が ある。
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